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平成29年度 事務事業点検シート

事務事業名
税務事務事業

新規/継続 継続事業 整理番号 0117601000 001
分割/統合

事業所管課 総務局税務室税制課

項 徴税費 連絡先 (078)918-5072

事業の分割/
統合の内容会計 一般会計

款 総務費

補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

事業 税務事務事業 根拠法令
・要綱等

地方税法、明石市固定資産評価審査委員会条
例、明石市固定資産評価審査委員会規程

施策分野
6 行政経営分野

6-5 健全財政の推進
実施方法

直営

目 税務総務費 自治/法定 自治事務 開始年度 不明

関
連
予
算
科
目

目標値

― ― ―

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
固定資産評価審査委員会を円滑に効率よく運営し、審査申出に対して適正な審査決定を行うことで、納税者の評価への不
服に対応するとともに、固定資産評価の公平に寄与する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位

― ― ―

①審査委員会の開催
固定資産税の納税者より固定資産評価審査申出書が提出された場合に、固定資産評価審査委員会を開催する。
　　【委員構成】　弁護士　1名　　不動産鑑定士　1名　　税理士　1名
　　【申出物件数】　平成27年度　2件　平成28年度　0件　平成29年度　2件(見込)
　　【開催回数】　平成27年度　10回　平成28年度　 3回　平成29年度　15回(見込)
②研修会への参加
申出内容の多様化・複雑化に対応するため、研修会への参加を行っている。また、3年に一度の固定資産評価替え年度のみ、先進都市へ
の視察を行っている。（平成27年度：相模原市）

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

29年度人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

27決算 745 12,300 13,045 463,421 0 0 -450,376

0.60 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 0.00

28決算 142 4,860 5,002 430,368 0.000 0 -425,366 再任用 0.00 その他

28当初予算 981 4,860 5,841 425,000 0 0 -419,159 正規

29当初予算 981 4,860 5,841 432,000 0 0 -426,159 任期付 0.00 合計 0.60

2
8
年
度
決
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

2
9
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容

旅費
研修等旅費

9 旅費
研修等旅費

15

金額

報酬
委員報酬(3回分)

128 報酬
委員報酬(15回分)

641

役務費
不動産鑑定費等

300

需用費
消耗品費等(研修テキスト代等）

5 需用費
消耗品費等(研修テキスト代等）

13

使用料及び賃
借料

会場借上料
12

合計 142 合計 981



平成29年度 事務事業点検シート

整理番号 0117601000-001 事務事業名 税務事務事業

事
業
の
成
果

指標名
考え方・定義・式

27年度 28年度 29年度見込み
目標年次 単位 目標値

―

―
―

― ―

―

―
― ―

―

公平性
優先性・
緊急性

指標で表せない成果
明石市が決定した固定資産の価格に対して不服があった場合、中立的な第三者の立場から検証し、審査決定を行うことで、評価額の適
正・公平性の確保に寄与している。

観点（満たしていない観点に「×」）

不可欠性
市が実施する

必要性
有効性

金額の
妥当性

現状の課題・今後の事業展開方針等
　固定資産評価審査委員会は、地方税法の規定によって市町村に設置される機関である。固定資産の価格に不服がある納税者より審査
申出があった場合に、第三者機関である固定資産評価審査委員会が中立的な立場で審査決定を行うことで、不服への対応及び固定資産
評価の公正に寄与している。
　近年、固定資産税に対する納税者の関心は高まっており、税負担に影響を与える価格への関心も同様である。特に、評価替え年度は他
の年度と比較して審査申出の件数が多く、申出の内容も多様化・複雑化する傾向にあり、固定資産評価審査委員会の果たす役割は非常
に大きいものとなっている。
　このため、今後も現状の事業規模を維持しつつ、研修会への参加や他市の事例研究等によって審査業務の充実を図り、固定資産評価
審査委員会を円滑に効率よく運営していくことを目指す。

事
業
の
評
価
・
今
後
の
方
向
性
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○

合計 277,536 合計 348,943

その他
旅費、使用料及び賃借料

11,129 その他
旅費、使用料及び賃借料

9,668

償還金利子及
び割引料

市税償還金
138,199

償還金利子及
び割引料

市税償還金
200,000

地方税ポータルシステム事業(電
子申告)関連負担金 10,839

負担金補助及
び交付金

地方税ポータルシステム事業(電
子申告)関連負担金 11,464

委託料
納税通知書封入・封緘業務委
託、固定資産評価業務等 94,492 委託料

納税通知書封入・封緘業務委
託、固定資産評価業務等 96,477

19.00 合計 95.90

2
8
年
度
決
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容 金額

2
9
年
度
当
初
予
算
事
業
費
明
細

区分（節） 内容

役務費
通信運搬費、広告料、手数料

4,571 役務費
通信運搬費、広告料、手数料

6,242

金額

需用費
消耗品費等（賦課徴収にかかる
消耗品費等) 18,306 需用費

消耗品費等（賦課徴収にかかる
消耗品費等) 25,092

負担金補助及
び交付金

29当初予算 348,943 641,440 990,383 0 0 72,327 918,056 任期付

70.90 ｱﾙﾊﾞｲﾄ 1.00

28決算 277,536 664,630 942,166 0 5.000 81,663 860,503 再任用 0.00 その他

28当初予算 361,472 664,630 1,026,102 0 0 72,437 953,665 正規

事業のコスト
（単位：千円）

事業費
人件費

（参考値）
総事業費
（参考値）

財源内訳

事
業
内
容

29年度人員配置（人）国・県支出金 地方債 その他特定財源 一般財源

27決算 394,241 666,400 1,060,641 0 0 101,830 958,811

①市県民税の賦課を行う。
②固定資産税・都市計画税の賦課を行う。
③軽自動車税の賦課を行う。
④その他諸税の賦課を行う。
⑤市税の収納、還付等を行う。
⑥市税の徴収及び滞納処分を行う。
⑦市税に関する広報を行う。
⑧市税各種証明書の発行を行う。

目標値

徴収率
収入額÷調定額
　（市税合計）

平成29年度 ％ 95

事
業
の
目
的
・
目
標

目的（誰を・何を、どういう状態にしたいのか）
納税者に対して適正、公平な賦課を行い、効率的な徴収及び収納を実施することで、歳入の確保に資する。

成果指標
指標名 考え方・定義・式 目標年次 単位

補助・助成 その他

個別計画 委託 指定管理

事業 市税賦課徴収事務事業 根拠法令
・要綱等

地方税法、明石市市税条例、明石市市税条例
施行規則

施策分野
6 行政経営分野

6-5 健全財政の推進
実施方法

直営

目 賦課徴収費 自治/法定 自治事務 開始年度 不明

関
連
予
算
科
目

事業所管課 総務局税務室税制課

項 徴税費 連絡先 (078)918-5072

事業の分割/
統合の内容会計 一般会計

款 総務費

平成29年度 事務事業点検シート

事務事業名
市税賦課徴収事務事業

新規/継続 継続事業 整理番号 0117601000 002
分割/統合



現状の課題・今後の事業展開方針等
　市の歳入確保に資する事業であり、地方税法等の法令に基づき、適切に賦課、徴収及び収納を行っている。また、業務の電算化や委託
によって効率化、コスト削減を行うほか、コンビニエンスストアでの収納や地方税ポータルシステムによる電子申告を導入するなど、納税環
境の向上につながる取り組みを着実に進めている。
　今後の方向性として、当市は新たに事業所税の課税団体となる可能性が高まっている。このため、調査研究やシステム開発の準備と
いった、事業所税の賦課徴収に係る取り組みを積極的に進めるとともに、進捗に応じて適切な広報を行うことで納税者への周知を図る。
　従来からの事務についても、賦課徴収のさらなる適正化や収納環境の整備のための事例研究を継続するとともに、国・県等の各機関と
協力した事業展開を行っていくことで納税者の納税意識を高め、収納率の向上へとつなげていく。

事
業
の
評
価
・
今
後
の
方
向
性

95

公平性
優先性・
緊急性

指標で表せない成果
適正な課税客体の把握、公平公正な課税を行い、納税者からの問い合わせ等に対して丁寧かつ適切な説明に努め、納税者の市税に対し
ての理解の向上に努めている。

観点（満たしていない観点に「×」）

不可欠性
市が実施する

必要性
有効性

金額の
妥当性

事
業
の
成
果

指標名
考え方・定義・式

27年度 28年度 29年度見込み
目標年次 単位 目標値

徴収率

収入額÷調定額
　（市税合計）

94 95 95

平成29年度 ％

平成29年度 事務事業点検シート

整理番号 0117601000-002 事務事業名 市税賦課徴収事務事業
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